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 Time‑limit for tender : 11 : 00 a.m. March

12, 2025.

 Language and currency used in the

tender and the contract : Japanese and yen

 Contact point for the notice : General Af‑

fairs Section, Shinjuku Gyoen National

Garden Office, Nature Conservation Bu‑

reau, Ministry of the Environment, 11

Naito‑machi, Shinjuku‑ku, Tokyo, 160
0014 Japan. TEL 0333500152

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 環境省の契約担当官から取引停止の措置を
受けている期間中の者でないこと。
 令和04・05・06年度環境省競争参加資格
（全省庁統一資格）「物品の販売」において、
開札時までに「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に
格付けされ、九州・沖縄地域の競争参加資格
を有する者であること。ただし、令和07・08・
09年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）
「物品の販売」の資格を引き続き取得するこ
と。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けていること。
 予算決算及び会計令第73条の規定に基づ
き、支出負担行為担当官が定める入札参加資
格として、二酸化炭素排出原単位、未利用エ
ネルギーの活用、省エネに係る情報提供、簡
易的ＤＲの取組、地域における再エネの創
出・利用の取組並びに電源構成、非化石証書
の使用状況及び二酸化炭素排出係数の情報の
開示に関し、入札説明書において示す入札適
合条件を満たすこと。
 入札説明書において示す暴力団排除に関す
る誓約事項に誓約できる者であること。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書及び入
札説明書で示した必要な書類をそれぞれの提
出期限までに提出しなければならない。入札
者は、開札日の前日までの間において、支出
負担行為担当官から当該書類に関し説明を求
められた場合は、それに応じなければならな
い。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。ただし、落札者と
なるべき者の入札価格によっては、その者に
より当該契約の内容に適合した履行がされな
いおそれがあると認められるとき、又はその
者と契約を締結することが公正な取引の秩序
を乱すおそれがあって著しく不適当であると
認められるときは、予定価格の制限の範囲内
の価格をもって申し込みをした他の者のうち
最低の価格をもって申し込みをした者を落札
者とすることがある。
 契約締結日までに令和７年度の予算（暫定
予算を含む。）が成立しなかった場合は、契約
締結日は、予算が成立した日以降とする。ま
た、暫定予算になった場合、全体の契約期間
に対する暫定予算の期間分のみの契約とする
場合がある。
 その他 詳細は入札説明書による。

６ Summary
 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Masakuni Tanaka, the

Obligating Officer, Director of Administra‑

tion Division, National Institute for

Minamata disease.
 Classification of the products to be pro‑

cured : 26
 Nature and quantity of the products tobe

purchased : Electric power to be consumed

at National Institute for Minamata disease

for fiscal year 2025 ; Contracted power

347kW ; Estimated annual consumption of

1,576,000kWh
 Delivery period : From 1st April 2025 th‑

rough 31st March 2026
 Delivery place : As designated in the

tender document.
 Rule of bid : To choose an undertaker by

the bidding price.
 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :
 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting. Minors or per‑

sons under Assistance that obtained the

consent necessary for concluding a con‑

tract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause.
 not be suspended from transactions

bythe request of the officials in charge of

contract.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和７年１月 21 日
支出負担行為担当官
国立水俣病総合研究センター総務課長

田中 雅国
◎調達機関番号 021 ◎所在地番号 43
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量 令和７年度国立水俣病
総合研究センターで使用する電気の調達
契約電力 347kW
使用予定電力量 1576000kWh
 調達件名の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 供給期間 令和７年４月１日～令和８年３
月31日まで
 需要場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約電力に対する単価及び使用予定電力
量に対する単価を根拠とし、当センターが提
示する予定契約電力及び予定使用電力量に基
づき算出した対価の年間総価を入札金額とす
ること（詳細は入札説明書による）。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10パーセントに相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。

３ 入札書等の提出場所等
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒8670008 熊本県水俣市浜405818 国
立水俣病総合研究センター総務課経理係 森
本 涼太 電話0966633111
 入札書の受領期限 令和７年３月12日14時
00分
 開札の日時及び場所 令和７年３月12日14
時00分 国立水俣病総合研究センター内会議
室

４ 電子調達システムの利用
本案件は電子調達システムで行う。なお、電
子調達システムによりがたい者は、発注者に申
し出た場合に限り紙入札方式に変えることがで
きる。
・https://www.geps.go.jp

 have Grade A, B or C on sale of prod‑

uct in the Kyusyu‑Okinawa Area in

terms of qualification for participating in

tenders by Ministry of the Environment

(single qualification for every ministry

and agency) in the fiscal years 2022, 2023

and 2024.
 have obtained registration of the Elec‑

tricity Retail Business in accordance with

Article 22 of the Electricity Business
Act.
 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order.

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